
 

1 
 

評 価 要 領 （案） 

 

 関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平

成２３年５月２５日法律第５４号。以下「法」という。）附則第６条第１項から第３項までの規定に

より新関西国際空港株式会社に承継される資産及び負債（以下、「承継財産」という。）の評

価の方法は、以下のとおりとする。なお、承継財産の価額の評価は、法附則第６条第８項の

規定により、平成２４年７月１日現在における時価を基準として行うものとする。 

 

 承継財産の評価額の決定は、資産及び負債の区分、内訳、金額等の事項が記載された評

価調書に基づき、法附則第６条第７項の規定により、評価委員が行うものとする。 

 

１．国（社会資本整備事業特別会計の空港整備勘定）から承継する資産 

 

【資産の評価方法】 

科   目 評  価  方  法 備   考 

貯蔵品 ・最終仕入原価法に基づく原価法により評価 ・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

土地、建物、建物附属

設備、構築物（空港区

域内に存するもの） 

・不動産鑑定士による鑑定評価額により評価  

構築物（空港区域外に

存するもの）、その他有

形固定資産 

・国有財産台帳及び物品管理簿の原始取得原

価を基礎として、定額法または定率法に基づく

減価償却後の価額により評価 

・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

無形固定資産 ・取得原価を基礎として、定額法に基づく償却後

の価額により評価 

・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

建設仮勘定 ・取得原価により評価 ・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

その他資産（未収金、前

払費用等） 

・適切な発生額または取引額により評価 ・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

 

 

  

※法施行日（統合日）までに、国、関空会社及び機構からの承継財産の内容等が変動する可能性があるため、それに伴

い「評価要領（案）」に修正が生じる可能性がある点にご留意ください。 
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２．関西国際空港株式会社から承継する資産及び負債 

【資産の評価方法】 

科   目 評  価  方  法 備   考 

現金及び預金 ・有り高により評価 ・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

売掛金 ・取得価額（債権額）により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

未収金 ・取得価額（債権額）により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

未収収益 ・適切な期間按分計算を実施した価額により評

価 

・「企業会計原則注解」

注５ 

商品 ・売価還元法に基づく原価法(収益性の低下によ

る簿価切下げ後)により評価 

・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

原材料 ・移動平均法に基づく原価法(収益性の低下によ

る簿価切下げ後)により評価 

・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

前払費用 ・適切な期間按分計算を実施した価額により評

価 

・「企業会計原則注解」

注５ 

空港事業固定資産 

 建物、建物附属設

備、構築物 

・不動産鑑定士による鑑定評価額により評価  

 リース資産 ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産については、定額法に基づく減価償却

後の価額により評価 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法に基づく減価償

却後の価額により評価 

・「リース取引に係る会

計基準」 

 そ の 他 有 形 固 定

資産 

・定額法に基づく減価償却後の価額により評価 

・減損処理を行っている場合は、当該減損損失

額を控除した後の価額をもって評価 

・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

 無形固定資産 ・定額法に基づく償却後の価額により評価 

・減損処理を行っている場合は、当該減損損失

額を控除した後の価額をもって評価 

・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

鉄道事業固定資産 

 土地、構築物 ・不動産鑑定士による鑑定評価額により評価  

 取替資産 ・取替法を適用した上で、定額法に基づく減価償 ・「企業会計原則」第三 
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科   目 評  価  方  法 備   考 

却後の価額により評価  貸借対照表原則５ 

 そ の 他 有 形 固 定

資産 

・定額法に基づく減価償却後の価額により評価 

・減損処理を行っている場合は、当該減損損失

額を控除した後の価額をもって評価 

・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

 無形固定資産 ・定額法に基づく償却後の価額により評価 

・減損処理を行っている場合は、当該減損損失

額を控除した後の価額をもって評価 

・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

各事業関連固定資産 

 土地、建物、建物

附属設備、構築物

・不動産鑑定士による鑑定評価額により評価  

 そ の 他 有 形 固 定

資産 

・定額法に基づく減価償却後の価額により評価 

・減損処理を行っている場合は、当該減損損失

額を控除した後の価額をもって評価 

・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

 無形固定資産 ・定額法に基づく償却後の価額により評価 

・減損処理を行っている場合は、当該減損損失

額を控除した後の価額をもって評価 

・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

建設仮勘定 ・取得原価により評価 ・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

投資その他の資産 

 関係会社株式 ・時価（実質価額）により評価 

 

・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

 関係会社長期貸

付金 

・取得価額（債権額）により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

 長期前払費用 ・適切な期間按分計算を実施した価額により評

価 

・「企業会計原則注解」

注５ 

 差入保証金 ・取得価額（債権額）により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

その他資産（立替金、仮

払金等） 

・適切な発生額または取引額により評価 ・「企業会計原則」第三 

貸借対照表原則５ 

・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

貸倒引当金 ・一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額をもって評

価 

・「金融商品に関する会

計基準」Ⅴ 
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【負債の評価方法】 

科   目 評  価  方  法 備    考    

買掛金 ・債務額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

社債 ・債務額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

借入金 ・債務額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

リース債務 ・適切な取引額により評価 ・「リース取引に係る会

計基準」 

未払金 ・債務額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

未払費用 ・適切な期間按分計算を実施した価額により評

価 

・「企業会計原則注解」

注５ 

賞与引当金 ・従業員に対して支給する賞与の支給対象期間

に対応する支給見込額により評価 

・「企業会計原則注解」

注１８ 

ポイント引当金 ・カード会員に付与したポイント残高に対する将

来の使用見積り額により評価 

・「企業会計原則注解」

注１８ 

退職給付引当金 ・事業年度末の退職給付債務に基づき、承継時

において発生していると認められる額で評価 

・「退職給付に係る会計

基準」 

預り保証金 ・債務額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

その他負債（未払法人

税等、前受金、預り金

等） 

・適切な発生額または取引額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 
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３．独立行政法人空港周辺整備機構から承継する資産及び負債 

 

【資産の評価方法】 

科   目 評  価  方  法 備   考 

現金及び預金 ・有り高により評価 ・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

未収金 ・取得価額（債権額）により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

貯蔵品 ・最終仕入原価法に基づく低価法により評価 

 

・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

前渡金 ・取得原価により評価 ・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

前払費用 ・適切な期間按分計算を実施した価額により評

価 

・「企業会計原則注解」

注５ 

未収収益 ・適切な期間按分計算を実施した価額により評

価 

・「企業会計原則注解」

注５ 

有形固定資産 

 土地、建物 ・不動産鑑定士による鑑定評価額により評価  

 リース資産 ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産については、定額法に基づく減価償却

後の価額により評価 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法に基づく減価償

却後の価額により評価 

・「リース取引に係る会

計基準」 

 そ の 他 有 形 固 定

資産 

・定額法に基づく減価償却後の価額により評価 ・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

無形固定資産 ・定額法に基づく償却後の価額により評価 ・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

投資その他の資産 

 長期前払費用 ・適切な期間按分計算を実施した価額により評

価 

・「企業会計原則注解」

注５ 

その他資産 ・適切な発生額または取引額により評価 ・「企業会計原則」第三 

 貸借対照表原則５ 

・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ・ 
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【負債の評価方法】 

科   目 評  価  方  法 備   考 

未払金 ・債務額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

未払費用 ・適切な期間按分計算を実施した価額により評

価 

・「企業会計原則注解」

注５ 

借入金 ・債務額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

前受金 ・適切な発生額または取引額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

前受収益 ・適切な期間按分計算を実施した価額により評

価 

・「企業会計原則注解」

注５ 

リース債務 ・適切な取引額により評価 ・「リース取引に係る会

計基準」 

空港周辺整備機構債券 ・債務額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

賞与引当金 ・従業員に対して支給する賞与の支給対象期間

に対応する支給見込額により評価 

・「企業会計原則注解」

注１８ 

退職給付引当金 ・自己都合退職金要支給額により評価 ・「退職給付に係る会計

基準」 

預り敷金・保証金 ・債務額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

その他負債 ・適切な発生額または取引額により評価 ・「金融商品に関する会

計基準」Ⅳ 

 


